
費 目

★国民健康保険特別 ○国民健康保険の概要

会計 　　平成30年度から、「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健

　康保険法等の一部を改正する法律」により、都道府県が国保保険者とし

　て財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保

　等、国保運営の中心的な役割を担うことで、制度の安定化が図られるこ

　ととなった。

　　これに伴い予算体系を変更し、歳入では国庫負担金、療養給付費等交

　付金、前期高齢者交付金、県負担金、高額医療費共同事業拠出金、保険

　財政共同安定化事業拠出金を廃止した。また、歳出では後期高齢者支援

　金、前期高齢者納付金、老人保健拠出金、介護納付金を廃止し、新たに

　国民健康保険事業費納付金を設置した。

・加入世帯及び被保険者数 (単位　世帯・人、％、ポイント)

　国保1世帯当たりの被保険者数(年度平均)…1.58人

・国民健康保険で負担した医療給付費 (単位　円、％)

※医療給付費：医療費のうち三島市が支出した、療養給付費、療養費、高額療養費、高額介護

合算療養費、移送費の合計。

※1人当たり医療給付費：医療給付費を年度平均被保険者数で除したもの。

01款 総務費 (単位　　円)

 02項 徴税費

  01目 賦課徴収費

45,409,341円

○保険税の状況 ※収納額に還付未済を含まない。

・全体の収納状況 (単位　円、％)

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

45,409,341

区 分 調 定 額 収 納 額 不納欠損額 未 収 額 収 納 率

医療給付費
1人当たり
医療給付費(前年度比) (前年度比)

被
保
険
者

 総　数 7,451,246,479 -4.56 300,927 0.28

一般被保険者 7,409,733,651 -3.61 301,013 0.34

退職被保険者 41,512,828 -65.41 286,295 -6.50

被
保
険
者

 総　数 24,761 -1,255 21.74 -1.00

一般被保険者 24,616 -1,008

退職被保険者 145 -247

市内全体に
占める加入率
（年度末時点）(前年度増減) (前年度比)

世

帯

 総　数 15,716 -550 31.18 -1.29

一般世帯 15,588 -350

退
職

単独世帯 83 -123

混合世帯 45 -77

合 計 3,356,310,478 2,695,191,592 48,149,082 612,969,804 80.30

主 な 事 業 内 容

11,250,000 34,159,341

現 年 度 2,644,930,000 2,503,172,070 16,200 141,741,730 94.64

滞 納 繰 越 711,380,478 192,019,522 48,132,882 471,228,074 26.99

加入数
(年度平均)
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・医療給付費分の収納状況 (単位　円、％)

 

 

　・後期高齢者支援金分の収納状況 (単位　円、％)

 

　・介護納付金分の収納状況 (単位　円、％)

 

 

02款 保険給付費　　　　　 (単位　　円)

 01項 療養諸費　　　　　 

  01目 一般被保険者療養　 

       給付費　　　　　　 

6,450,776,523円 ○一般被保険者療養給付 円

 

 

 

 　後期高齢者支援金分の現年度と滞納繰越の合計収納率　前年度比10.80ポイント増

区 分 調 定 額 収 納 額 不納欠損額 未 収 額 収 納 率

現 年 度 242,669,500 224,067,209 0 18,602,291 92.33

　 1人当たりの保険税(後期高齢者支援金分)調定額 　 20,185円　前年度比111.23%増

　 現年度と滞納繰越の合計収納率　　　　　　　　 　前年度比2.57ポイント増

区 分 調 定 額 収 納 額 不納欠損額 未 収 額 収 納 率

　 医療給付費分の現年度と滞納繰越の合計収納率　　前年度比1.20ポイント増

区 分 調 定 額 収 納 額 不納欠損額 未 収 額 収 納 率

　 1人当たりの保険税(医療給付費分)調定額  　 76,833円　前年度比2.71%減

合 計 2,430,660,357

合 計 425,100 8,764,605,167

診 療 費 267,757 7,027,348,570

調 剤 156,747 1,547,012,613

(　)の件数は診療費に含まれる

訪 問 看 護

6,450,776,523

(単位　件、円)

食 事 療 養 (5,098) 146,971,014

滞 納 繰 越 94,631,438

　 介護納付金分の現年度と滞納繰越の合計収納率　 前年度比1.46ポイント増

　 1世帯当たりの保険税(介護納付金分)調定額　37,536円　前年度比0.23%減

　 1人当たりの保険税(介護納付金分)調定額  　31,821円　前年度比0.35%増

26,002,014 5,715,791 62,913,633 27.48

合 計 337,300,938 250,069,223 5,715,791 81,515,924 74.14

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

6,450,776,523 6,450,776,523

合 計 588,349,183 496,473,718 6,133,207 85,742,258 84.38

現 年 度 499,810,800 474,417,929 3,700 25,389,171 94.92

滞 納 繰 越 88,538,383 22,055,789 6,129,507 60,353,087 24.91

596 43,272,970

区 分 件 数 費 用 額

滞 納 繰 越 528,210,657 143,961,719 36,287,584 347,961,354 27.25

　 1人当たりの保険税調定額  　　　　　　　　　106,818円　前年度比8.49%増

現 年 度 1,902,449,700 1,804,686,932 12,500

1,948,648,651

　 1世帯当たりの保険税(医療給付費分)調定額　121,052円　前年度比4.16%減

　 1世帯当たりの保険税(後期高齢者支援金分)調定額　31,803円　前年度比108.08%増

36,300,084 445,711,622 80.17

　 1世帯当たりの保険税調定額　　　　　　　　　168,295円　前年度比6.87%増

97,750,268 94.86
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  02目 退職被保険者等療  (単位　　円)

       養給付費　　　　　 

34,280,710円

○退職被保険者等療養給付 円

　

  03目 一般被保険者療養　 (単位　　円)

       費

66,661,396円

○一般被保険者療養費支給 円

  04目 退職被保険者等療　 (単位　　円)

       養費　　　　　　　 

373,379円

○退職被保険者等療養費支給 円

 

合 計 74 533,416

373,379

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

ハ リ ･ キ ュ ウ 0 0

補 装 具 8 99,052

柔 道 整 復 師 66 434,364

ア ン マ ･マ ッ サ ー ジ 0 0

区 分 件 数 費 用 額

診 療 費 0 0

国・県支 出金

9,918 64,537,318

そ の 他 55 672,332

市 債 そ の 他

373,379 373,379

ハ リ ･ キ ュ ウ 217 1,717,260

合 計 10,984 90,112,419

訪 問 看 護 0 0

合 計 2,735 48,985,124

ア ン マ ･マ ッ サ ー ジ 485 12,917,060

区 分 件 数 費 用 額

診 療 費 111 1,488,090

66,661,396 66,468,949 171,179

(単位　件、円)

補 装 具 198 8,780,359

柔 道 整 復 師

21,268

66,661,396

(　)の件数は診療費に含まれる

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

調 剤 978 8,961,980

区 分 件 数 費 用 額

診 療 費 1,757 39,755,670

食 事 療 養 (13) 267,474

(単位　件、円)

決　算　額
特　　定　　財　　源

国・県支 出金 市 債 そ の 他

34,280,710 34,280,710

34,280,710

一 般 財 源

(単位　件、円)
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 02項 高額療養費　　　　 (単位　　円)

  01目 一般被保険者高額　 

       療養費　　　　　　 

891,759,729円

○一般被保険者高額療養費支給 円

　　支給件数　16,392件

  02目 退職被保険者等高  (単位　　円)

       額療養費　　　　　 

6,858,739円

○退職被保険者等高額療養費支給 円

　　支給件数　61件

 04項 出産育児諸費　　　 (単位　　円)

  01目 出産育児一時金　　 

26,539,575円

○出産育児一時金支給 円

　　支給件数　62件　1人当たりの限度額 420,000円

 05項 葬祭諸費　　　　　 (単位　　円)

  01目 葬祭費　　　　　　 

8,800,000円

○葬祭費支給 円

　　支給件数　176件　1件当たり  50,000円

03款 国民健康保険事業費　 (単位　　円)

　　 納付金  

 01項 医療給付費分  

  01目 一般被保険者医療  

       給付費分　

○一般被保険者医療給付費分事業費納付金 円

2,359,926,779円

  02目 退職被保険者等医  (単位　　円)

       療給付費分　

8,664,366円

○退職被保険者等医療給付費分事業費納付金 円

そ の 他

2,359,926,779 157,815,916 473,123,251 1,728,987,612

決　算　額

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

8,800,000 8,800,000

8,800,000

決　算　額

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国・県支 出金 市 債 そ の 他

2,359,926,779

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国・県支 出金 市 債

26,539,575

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

6,858,739 6,858,739

6,858,739

8,846,525

決　算　額
特　　定　　財　　源

26,539,575 17,693,050

決　算　額
特　　定　　財　　源

891,759,729

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

国・県支 出金 市 債 そ の 他

891,759,729 891,759,729

一 般 財 源

8,664,366 8,664,366

8,664,366
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 02項 後期高齢者支援金　 (単位　　円)

      等分　　  

  01目 一般被保険者後期

       高齢者支援金等分

635,741,461円 ○一般被保険者後期高齢者支援金等分事業費納付金 円

  02目 退職被保険者等後  (単位　　円)

       期高齢者支援金等

       分

2,644,359円

○退職被保険者等後期高齢者支援金等分事業費納付金 円

 03項 介護納付金分  (単位　　円)

  01目 介護納付金分  

244,496,765円

○介護納付金分事業費納付金 円

05款 保健事業費　　　　　 (単位　　円)

 02項 特定健康診査等事　 

      業費　　  

  01目 特定健康診査等事　 

       業費　

〇健康診査・指導

138,047,105円 　　被保険者の生活習慣病予防のため、40歳～74歳の人を対象に特定健診

　及び特定保健指導を、35歳～39歳の人を対象に健康診査及び保健指導を

　実施した。

　・特定健康診査(40歳～74歳）

人 人 %

　・特定保健指導(40歳～74歳）

人 人 %

人 人 %

人 人 %

　・健康診査(35歳～39歳)

人 人 %

合　　　計 711 167 23.5

動機付け支援 552 143 25.9

積極的支援 159 24 15.1

8,175

11,898,885

特定健診対象者数 受診者数

健康診査対象者数 受診者数 （うち人間ドック） 受診率

917 144 （8人） 15.7

事業名 特定保健指導対象者数 利用者数

138,047,105 34,554,000 91,594,220

（433人） 41.5

（うち人間ドック）

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

受診率

19,681

利用率

2,644,359

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

635,741,461 616,394,747 19,346,714

635,741,461

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

2,644,359

2,644,359

244,496,765

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

244,496,765 244,496,765
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・保健指導(35歳～39歳)

人 人 %

人 人 %

人 人 %

06款 基金積立金　　　    (単位　　円)

 01項 基金積立金　　   

  01目 基金積立金  

 

398,060,134円

○基金積立金の状況 (単位　　円)

　※平成30年3月31日までは「国民健康保険保険給付等支払準備基金」

名 称
平成 29 年 度末 平成30年度中の増減額 平成30年度末

基 金 現 在 高 増 減 基 金 現 在 高

131,346,724 398,060,134 142,181,926 387,224,932
三島市国民健康保
険運営基金

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

398,060,134 7,595 398,052,539

積極的支援 13 1 7.7

合　　　計 26 2 7.7

事業名 保健指導対象者数 利用者数 利用率

動機付け支援 13 1 7.7
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費　　　　　　　　　目

★介護保険特別会計 ○介護保険の概要

　　わが国の高齢期を支える制度として定着した介護保険制度は、平成12

　年施行時以来、サービスの提供基盤が急速に整備された。

 　 平成12年度末の65歳以上の高齢者数17,814人(高齢化率15.9%)に対し、

　平成30年度末は、31,683人(高齢化率28.8%)と増加しており、介護保険

　サービスを受けられる要介護･要支援認定者数は、制度の浸透や急激な

　高齢化に伴い、平成12年度末の1,721人に対し、平成30年度末は4,389人

　と約2.55倍に増加した。

　　このため、介護保険サービスの給付費が大幅に増加し、平成12年度の

　2,119,473千円に対し、平成30年度の給付額は6,594,412千円と約3.11倍

　の増加となった。

　　平成30年度は第7期事業計画期間(平成30～令和2年度)の初年度であり、

　平成29年の介護保険法の一部改正で示された「地域包括ケアシステムの

　強化」を踏まえ、高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続ける

　ことができるよう、各サービスの質の確保及び向上を図るとともに、介

　護予防施策の普及･啓発の充実や、体制の整備に努め、高齢者の自立支

　援と要介護状態の重度化防止に努めた。

　　また、在宅医療･介護の連携推進や認知症施策の総合的な推進を積極

　的に展開することで支え合う地域づくりの構築に努めた。

01款 総務費 (単位　　円)

 01項 総務管理費  

  01目 一般管理費  

100,106,158円

○地域密着型サービス事業 円

　　要介護者の住み慣れた地域での暮らしを支える地域密着型サービスが

　地域に根ざして普及･定着するよう、地域密着型サービス事業所に対し

　て実地指導を実施した。また、地域密着型サービス運営懇話会を開催し、

　地域密着型サービスの質の確保等について意見交換を実施した。

　　　開催回数　3回　　　懇話会委員数　14人

 02項 徴収費 (単位　　円)

  01目 賦課徴収費　　　　 

 

8,092,871円

○保険料の状況(年間保険料額)

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

8,092,871 7,804,471 288,400

国・県支 出金 市 債

221,012

一 般 財 源決　算　額
特　　定　　財　　源

100,106,158 2,800,000

そ の 他

主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

97,196,351 109,807

第1段階 24,700円

・生活保護の受給者
・世帯全員が住民税非課税で、老齢福祉年金受給者又は前年
　の合計所得金額(課税年金に係る所得を除く)＋課税年金収
　入額が80万円以下

第2段階 38,500円
世帯全員が住民税非課税で、前年の合計所得金額(課税年金
に係る所得を除く)＋課税年金収入額が80万円より多く120万
円以下
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 

　・収納状況　※収納額に還付未済を含まない。

 03項 介護認定費 (単位　　円)

  01目 介護認定審査会費

14,645,809円

○認定審査会の状況

　　要介護･要支援認定の申請を受け、審査判定を行うため、月･火･金曜

　日、または、月･水･金曜日の週3回介護認定審査会を開催した。

　　平成30年度は、介護認定審査会を131回開催し、3,683件の申請につい

　て認定を行った。

区 分 調 定 額 収 納 額 不納欠損額 未 収 額 収 納 率

14,645,809 14,645,809

71,500円
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が190万円以上
200万円未満

13,943,000 99.22

滞納繰越分

小 計 1,793,091,100 1,779,148,100 0

12.68

現
年
分

0 100.00

普通徴収 139,978,700 126,035,700 0 13,943,000 90.04

第8段階

第11段階 112,700円本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が500万円以上

第9段階 85,200円
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が200万円以上
300万円未満

第10段階 96,200円
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が300万円以上
500万円未満

第6段階 60,500円

第7段階 68,700円
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が125万円以上
190万円未満

本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が125万円未満

第3段階 41,200円 世帯全員が住民税非課税で、第1段階及び第2段階以外

第4段階 49,500円
世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人は住民税非課
税で前年の合計所得金額(課税年金に係る所得を除く)＋課税
年金収入額が80万円以下

第5段階 55,000円
世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人は住民税非課
税で第4段階以外

1,784,838,900 97.11

決　算　額
特　　定　　財　　源

そ の 他

12,229,250 40,885,800

12,229,250

1,653,112,400 0特別徴収 1,653,112,400

(単位　円、％)

26,942,800

合 計 1,837,953,950

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債

44,862,850 5,690,800
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　　　認定結果

  02目 認定調査費 (単位　　円)

52,909,436円

○認定調査事業 円

　　要介護･要支援認定の申請者に対して、訪問調査を実施した。また､認

　定審査のための主治医意見書を取り寄せた。

　　平成30年度の申請件数は、新規申請1,177件、更新申請2,094件、区分

　変更申請592件、認定済転入等申請57件の計3,920件であった。

訪問調査実施件数

 04項 運営懇話会費  (単位　　円)

　01目 運営懇話会費  

 

395,043円

○運営懇話会事業 円

　　第8次高齢者保健福祉計画及び第7期介護保険事業計画(平成30年度か

　ら令和2年度)に掲げている事業の進捗状況に関して、三島市高齢者保健

　福祉及び介護保険運営懇話会を開催し、検討を行った。

　　　開催回数　　2回

02款 保険給付費 (単位　　円)

 01項 介護給付費　　　　 

  01目 介護サービス費　　 

6,363,189,885円

46

926

563

380

530

346

3,683

特　　定　　財　　源

(内委託473件･嘱託依頼19件) ほか受託16件

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

395,043

6,363,189,885 2,271,552,298 2,562,642,289 1,528,995,298

決　算　額

52,909,436 52,909,436

52,909,436

395,043 395,043

主治医意見書作成件数 3,744件

3,733件

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国・県支 出金 市 債 そ の 他

要 介 護 5 9.4%

合    計 100.0%

決　算　額

項　　目 件  数 構  成  比

非 該 当 1.2%

(単位　件)

10.3%

要 介 護 4 14.4%

要 介 護 1 25.1%

要 介 護 2 15.3%

要 介 護 3

要 支 援 1 562 15.3%

要 支 援 2 330 9.0%
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○居宅介護サービス費

 

 

 

○地域密着型介護サービス費

 

○施設介護サービス費

 

○高額介護サービス費 件 円

○特定入所者介護サービス費 件 円

合　　　計 8,444 2,125,772,563

14,110 157,012,416

5,809 195,229,050

介護老人保健施設 3,105 813,617,836

介護療養型医療施設 149 46,362,932

介護医療院 26 8,905,758

合　　　計 5,359 780,593,814

項　　　目 利 用 件 数 (件 ) 保 険 給 付 額 ( 円 )

介護老人福祉施設 5,164 1,256,886,037

認知症対応型通所介護 1,066 112,501,021

小規模多機能型居宅
介護

286 56,869,629

地域密着型通所介護 1,949 147,211,772

2,069 375,022,798

40,850,062

通所介護 10,598 835,591,273

通所リハビリテーション 3,884 253,421,147

短期入所生活介護 3,389 310,459,301

238 7,252,348

住宅改修 174 14,909,055

居宅介護支援 21,562 296,638,035

合　　　計 75,565 3,104,582,042

項　　　目 利 用 件 数 (件 ) 保 険 給 付 額 ( 円 )

定期巡回･随時対応型
訪問介護看護

260 25,648,214

認知症対応型共同生活
介護

1,571 386,837,893

地域密着型介護老人
福祉施設

227 51,525,285

訪問入浴介護 436 23,931,908

項　　　目 利 用 件 数 (件 ) 保 険 給 付 額 ( 円 )

訪問介護 7,620 535,828,215

3,556 154,948,264

訪問リハビリテーション 609 19,408,806

居宅療養管理指導 6,695

福祉用具貸与 13,873 171,403,208

特定福祉用具販売

短期入所療養介護
(介護老人保健施設) 862 64,917,622

短期入所療養介護
(介護療養型医療施設等)

0 0

特定施設入居者生活介護
(短期利用型含む)

訪問看護
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費 目 主 な 事 業 内 容

 02項 介護予防費 (単位　　円)

  01目 介護予防サービス

費

231,222,511円

○介護予防サービス費

○地域密着型介護予防サービス費

○高額介護予防サービス費 件 円

○特定入所者介護予防サービス費 件 円

 03項 その他諸費 (単位　　円)

  01目 審査支払手数料　　

5,139,541円 5,139,541 1,761,325 2,059,778 1,318,438

合 計 39 1,319,805

135 344,909

34 208,050

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

認知症対応型共同生活
介護

0 0

認知症対応型通所介護 33 1,082,853

小規模多機能型居宅介
護

6 236,952

介護予防支援 7,807 35,148,568

合 計 19,034 229,349,747

項 目 利 用 件 数 (件 ) 保 険 給 付 額 ( 円 )

福祉用具貸与 5,631 29,339,853

特定福祉用具販売 104 2,690,335

住宅改修 137 11,550,939

短期入所生活介護 188 5,267,642

短期入所療養介護
(介護老人保健施設)

59 1,518,191

特定施設入居者
生活介護

446 30,305,825

居宅療養管理指導 923 5,931,525

通所介護 13 245,460

通所リハビリテーション 2,632 75,200,958

訪問入浴介護 10 279,998

訪問看護 891 26,911,420

訪問リハビリテーション 180 4,777,895

231,222,511 82,542,567 93,120,054 55,559,890

項 目 利 用 件 数 (件 ) 保 険 給 付 額 ( 円 )

訪問介護 13 181,138

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○審査支払手数料 円

　・国保連審査支払業務手数料 円

　・償還払給付額管理処理委託手数料 円

　・高額介護サービス費給付判定結果処理委託手数料 円

　・高額介護サービス費対象者抽出処理委託手数料 円

　・介護保険統計資料作成処理事務手数料 円

　・第三者行為求償事務手数料(被保険者等割、求償額割) 円

03款 地域支援事業費 (単位　　円)

 01項 介護予防・日常生

　　　活支援総合事業費

  01目 介護予防・生活支

　　　 援サービス事業費

○介護予防・生活支援サービス事業 円

211,167,668円 　・国保連審査支払業務手数料(総合事業分) 円

　・介護予防・生活支援サービス業務委託

○その他負担金

　・介護予防・生活支援サービス費負担金 円

　  高額介護予防サービス費相当事業 円

　  年間高額介護予防サービス費相当事業 円

　  高額医療合算介護予防サービス費相当事業 円

  02目 一般介護予防事業 (単位　　円)

       費

8,501,818円

○一般介護予防事業 円

　・介護予防普及啓発業務委託 円

　　高齢者を対象に、介護予防に対する基本的な知識を普及するため、有

　　識者等による講演会や教室、相談会等を開催した。

(単位　人)

介護予防教室等
                 (55回)

直営または事業所に委託し、認知症予防、口腔健康
や料理教室などの介護予防教室を実施 1,375

シニア向け運動教室
                 (70回)

事業所に委託し、身体や脳、口腔の健康を保ち、衰
えを防ぐための運動教室を公民館等で実施 899

高齢者健康教育
［出前健康教育］
(健康づくり課実施分　37回)

老人クラブ等からの依頼により、老後における健康
の保持･増進、寝たきり予防、認知症予防等について
の健康講座を実施

1,841

8,501,818 3,340,556 3,694,825 1,466,437

8,501,818

4,345,000

種 別 及 び 回 数 内　　　　　　　　容 人 数

合計金額 210,002,247

245,930

18,987

25,140

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

訪問型サービス 4,198件 65,552,651

通所型サービス 6,178件 123,044,241

介護予防ケアマネジメント 5,007件 21,405,355

訪問型サービスＢ 延べ48人 115,362

合計金額 170,874

210,292,304

項　　　目 利用件数 事業給付額(円)

875,364

704,490

項　　　目 利用･参加人数 金　額　(円)

訪問型サービスＡ
（短期生活援助） 延べ24人 55,512

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

211,167,668 94,765,026 83,329,886 33,072,756

53,927

20,000

51,765

5,139,541

4,933,914

27,324

52,611
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

(単位　人)

　・地域リハビリテーション活動支援業務手数料 円

　　地域における介護予防の取組の機能強化を目的に、住民運営の通いの

　　場(地域サロン等)や体操を普及するボランティア育成のための講座に

　　リハビリテーション専門職を派遣した。

　　　リハビリテーション専門職派遣延人数　12人

 02項 包括的支援事業・  (単位　　円)

　 　 任意事業費  

　01目 地域包括支援  

　  　 センター運営事業

106,161,115円 ○地域包括支援センター運営事業 円

　　市内4カ所に設置している地域包括支援センターにおいて、高齢者の

　心身の健康保持及び生活安定のために必要な援助を行うことにより、

  保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援した。

　・地域包括支援センター運営懇話会委員謝礼 円

　　三島市地域包括支援センターの適切、公正かつ中立な運営確保のため、

　　地域包括支援センター運営懇話会を開催した。

　　　開催回数　　3回

　・権利擁護弁護士相談謝礼 円

　　高齢者の権利擁護のため、弁護士による相談支援を実施した。

　　　開催回数　　1回

　・ケアプラン指導研修委託 円

　　三島市介護支援専門員連絡協議会に対して、保健･医療･福祉の専門家

　　等からなる指導チームによる、ケアプラン及びそれに基づく介護サー

　　ビスの質的向上並びに介護支援専門員の資質向上のための研修を委託

　　した。

　　　研修実施回数　　6回

  ・地域包括支援センター運営委託　 　 円

　　市内3地区に設置している委託型地域包括支援センターにおいて、高

　　齢者が住み慣れた地域で生活を維持できるよう、総合相談支援や権利

　　擁護、包括的･継続的ケアマネジメント支援を実施した。　

　

　・地域包括支援センター三島(直営)

　　　相談件数 2,976件 　相談実人数 796人

種 別 及 び 回 数 内　　　　　　　　容 人 数

350

北上 医療法人社団　志仁会 21,464,417 2,120 388

合　　計 65,884,417 8,624 1,073

中郷 社会福祉法人　静和会

65,884,417

22,210,000 2,325

錦田
独立行政法人地域医療機能
推進機構 三島総合病院

22,210,000 4,179 335

相談実人数

高齢者健康相談会
［出前健康教育･相談］
(健康づくり課実施分　9回)

老人クラブ等からの依頼により、健康チェックや寝
たきり予防等の健康管理についての相談指導を実施
※上記高齢者健康教育の再掲

25

129,600

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

106,161,115 60,276,845 23,856,652 22,027,618

73,228,649

60,000

10,000

地区 委　託　先 金　額 相談件数

100,000

(単位　円、件、人)
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　02目 任意事業費 (単位　　円)

 

20,546,509円  

○家族介護教室事業 円

　　要介護高齢者を介護する家族等に対し、介護知識や技術を習得するた

　めの教室を開催した。

　　　開催回数　  11回

　・講師謝礼

　・家族介護教室委託

○認知症高齢者見守り事業 円

　　徘徊性のある在宅高齢者及びその介護者を対象に、通信ネットワー

　クを利用した位置情報の提供を行うための端末の貸与や捜索･保護のた

  めのQRコード付き圧着シールを配布した。

　　また、認知症を正しく理解し、認知症の人とその家族を支える｢認知

　症サポーター｣を養成・育成した。

　・徘徊高齢者検索事業

　　　年間実利用人数　3人

　・認知症高齢者見守り登録事業　

　　　利用人数　38人

　・認知症サポーター事業

　　　養成講座開催回数　30回、養成人数　598人

○家族介護継続支援事業 円

　　介護認定要介護度1以上の在宅で寝たきりの高齢者を介護している所

　得税非課税世帯の対象者に対し、紙おむつを給付した。

　　　利用実人数　　　58人　　

○成年後見制度利用支援事業 円

　　判断能力に欠ける身寄りのない認知症高齢者の成年後見人等の報酬費

　用を支援した。

      報酬付与件数　1人

○福祉用具・住宅改修支援事業 円

　 　 住宅改修理由書作成手数料    49件×2,100円

○地域自立生活支援事業 円

　・一人暮らし高齢者等給食サービス事業委託 円

　　食生活の改善と安否の確認を目的として、市内の高齢者に昼食サービ

　　スを提供した。

　　　個人負担金 360円　 30,720食

　・介護相談員報酬 2,520,000円

　　　30,000円×12カ月×7人　

　・高齢者世話付住宅生活援助員派遣事業委託 2,198,000円

    市営加茂住宅Ａ棟(18戸)に居住する高齢者を対象に生活援助員を派遣

 　 し、生活指導や安否確認、緊急時の対応等のサービスを提供すること

 　 により、安全かつ快適な生活を営めるよう支援した。

20,546,509 12,046,084

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債

102,900

4,098,295

17,715円

1,867,050

170,000

17,594,811

262,253

160,000

120,000円

178,038円

66,500円

40,000円

4,402,130

12,153,600

そ の 他
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○介護給付等費用適正化事業 円

　　介護給付及び予防給付に係る費用の適正化を図るため、縦覧点検等

　を実施するとともに、介護保険のサービス利用者に対し、介護給付費

　通知を送付した。

　　　対象者　2,639人

　03目 包括的支援事業費
(単位　　円)

 

20,820,158円  

○認知症初期集中支援推進事業 円

　　認知症サポート医と医療･介護の専門職で構成される認知症初期集中

　支援チームを設置し、必要な医療や介護サービス等につながるよう訪問

　支援及び検討会議を行った。また、ファイブ･コグ(高齢者集団認知機能

　検査)を実施し、認知症の早期発見及び普及啓発を行った。

　・認知症初期集中支援チーム医謝礼 円

　　　認知症初期集中支援チーム員会議　　　12回

　　　認知症初期集中支援チーム検討委員会 　2回

○認知症地域支援・ケア向上推進事業 円

　  認知症地域支援推進員として2名雇用し、認知症の人が在宅生活を継

  続できるよう相談支援を行った。　

　　　相談件数　245件

○在宅医療・介護連携推進事業 円

　　高齢者が住み慣れた地域で人生の最期まで生活できる体制を構築する

　ため、在宅医療介護連携推進会議及び各種研修会を開催した。また、医

　療介護連携センターを三島市医師会に委託し、在宅医療コーディネー

　ターによる医療に関する相談支援を行った。

　・在宅医療介護連携推進会議委員謝礼 円

　　　開催回数　　3回

  ・全体研修会講師謝礼 円

　　　開催回数　　1回

  ・普及啓発講演講師謝礼 円

　　　開催回数　　1回

　・医療介護連携センター運営業務委託 円

      相談件数　　81件

○生活支援・介護予防サービス基盤整備事業 円

　　日常生活上の支援体制の充実･強化及び高齢者の社会参加の推進を一

　体的に行っていくことを目的とし、第1層生活支援コーディネーターを、

　1名雇用し市内全域を担当するとともに、社会福祉協議会への委託にて

　各日常生活圏域に第2層コーディネーターを配置した。また、地域課題

　について話し合う介護予防･生活支援体制整備推進協議会を開催した。

　　　第1層生活支援コーディネーター　1人

　　　第1層介護予防･生活支援体制整備推進協議会開催回数　2回

300,935

国・県支 出金 市 債 そ の 他

20,820,158 12,236,535 4,111,894 4,471,729

428,399

240,000

5,102,609

4,042,935

70,000

20,000

20,000

3,800,000

11,040,925

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

-218-



費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・生活支援コーディネーター業務委託 円

　　　第2層生活支援コーディネーター　5人

　　　第2層介護予防･生活支援体制整備推進協議会開催回数　4回

　・生活支援サポーター養成研修業務委託 円

　　　修了者　13人

〇地域ケア会議推進事業 円

　　地域包括ケアシステムの構築に向け、保健、医療、福祉等の多職種の

　連携による地域で高齢者を支えるネットワークの強化や、高齢者の自立

　を支援するための具体的な地域課題の抽出を行う地域ケア個別会議を開

　催した。また、地域ケア個別会議で抽出された地域課題の解決に向け、

　代表者レベルでの話し合いや地域づくり･社会資源開発などの検討、社

　会基盤整備につなげるための地域ケア推進会議を開催した。

　　地域ケア個別会議開催回数　33回

　　地域ケア推進会議開催回数　 1回

 03項 地域支援事業・ (単位　　円)

　 　 市単独任意事業費

　01目 地域支援事業・

　  　 市単独任意事業費

48,880円 ○地域支援事業・市単独任意事業 円

　　判断能力に欠ける身寄りのない認知症高齢者等の成年後見制度利用の

　諸手続を行った。

04款 基金積立金　　　　　　 (単位　　円)

 01項 基金積立金　　　　　

  01目 基金積立金　　  

177,053,819円

○基金積立金の状況 （単位　　円）

介護保険運営基金

06款 諸支出金 　 (単位　　円)

 01項 償還金 　

  01目 償還金  

49,487,124円

○償還金の状況

　　平成29年度介護保険事業費の精算に伴う国･県･社会保険診療報酬支払

　基金からの超過受入額返還金

(単位　円)

48,880

5,000,000

496,000

89,290

県 費 返 還 金 7,845,535

支 払 基 金 返 還 金 6,183,910

合　　計 48,329,742

49,487,124 49,487,124

区　　分 金　額

国 費 返 還 金 34,300,297

320,521,219 177,053,819 47,434,000 450,141,038

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

177,053,819 69,005 176,984,814

名 称
平成 29 年 度末 平成30年度中の増減額 平成 30 年 度末

基 金 現 在 高 増 減 基 金 現 在 高

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

48,880 48,880
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・平成28･29年度介護保険料還付未済等に係る過誤納還付金　

(単位　円)

 02項 繰出金 　 (単位　　円)

　01目 一般会計繰出金 　

 

29,141,591円

○一般会計繰出金の状況

　　平成29年度介護保険事業費の精算に伴う一般会計からの超過受入額返

　還金の繰出しを行った。

　　　給付費分 円

　　　地域支援事業分 円

　　　低所得者保険料軽減事業分 円

　　　事務費分 円

18,656,417

4,412,282

20,800

6,052,092

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

29,141,591 29,141,591

区　　分 金　額

過 誤 納 還 付 金 等 1,157,382
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費　　　　　　　　　目

★後期高齢者医療特 ○後期高齢者医療特別会計の概要

　別会計 　　県内の全市町が参加する静岡県後期高齢者医療広域連合を運営主体と

　した、独立した後期高齢者医療制度(加入者は75歳以上と一部の障がい

　を持った人)を平成20年度から実施。　

　　医療機関等での本人の一部負担金を除く後期高齢者医療費の財源構成

　は公費5割(国4/12、県1/12、市1/12)、支援金4割、保険料1割となってお

　り、この内、市の特別会計へ納付された保険料及び保険料軽減額に対す

　る市県負担金(保険基盤安定負担金)を広域連合へ納付した。

01款 後期高齢者医療広域  (単位　　円)

　　 連合納付金

 01項 後期高齢者医療広  

　　　域連合納付金

  01目 後期高齢者医療広

　　　 域連合納付金 ○保険料の状況

　・賦課の状況(現年)

1,359,105,643円

　・収納状況　※収納額に還付未済を含まない。

 

・現年度1人当たりの保険料調定額(過年度分を除く)　69,509円

○広域連合への納付状況

　・保険料等納付金　1,140,786,900円(3月末までに収納された保険料等)

  ・平成29年度分保険料等納付金　16,905,100円(4～5月に収納された前年

　　度保険料等)

　・保険基盤安定額納付金　201,413,643円

　　7割、5割、2割軽減分、被扶養者軽減分の3/4を県、1/4を市負担で広

　　域連合に納付 

　　　県負担分　151,060,232円　　市負担分　50,353,411円

   (単位　　円、％)

2割減
均 等 割
軽 減 無 し

合 計

5,357 13,624

△ 1,210

1,942 6,890 16,417

2,104 4,003

△ 571

628

△ 109

区 分
9割減

(低収入)
5割減

(被扶養者)
8.5割減 5割減

主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

1,359,105,643 1,359,105,643

決　算　額
特　　定　　財　　源

合 計 2,838

特別徴収

内併徴者 △ 209

2,481

566普通徴収

2,756 1,363

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

△ 16△ 198

5512,381

93303 364

    (単位　　人)

573

△ 107

1,167 1,687

99.11

特別徴収 722,148,400 722,148,400 0 0 100.00

普通徴収 3,767,050423,390,300 419,623,250 0

収 納 率区 分 調 定 額 収 納 額 不納欠損額 未 収 額

0 3,767,050 99.67

滞 納 繰 越 分 9,503,350 3,642,650 969,600 4,891,100

100.00

99.17合　計 1,155,042,050 1,145,414,300 969,600 8,658,150

(内過年度) 4,417,100 4,417,100 0 0

38.33

小 計 1,145,538,700 1,141,771,650
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費　　　　　　　　　目

★墓園事業特別会計 ○墓園事業の概要

　　墓参に来られる方々が気持ちよくお参りできるよう、園内の草刈りや

　整枝剪定等による維持管理と各申請手続き及び台帳管理等を行った。

○墓園事業収入

　・年間管理料

　　　　5,550円×716区画＝3,973,800円

　　　　3,700円× 16区画＝   59,200円

　・永代使用料

　　　200,000円× 16区画＝3,200,000円

　・墓所使用承認証再発行手数料

　　　　  300円×   14件＝    4,200円

　・年間管理料督促手数料

　   　　　50円×   16件＝    　800円

01款 墓園事業費 (単位　　円)

 01項 墓園事業費

  01目 墓園管理費

4,220,242円

○墓園管理事業 (単位　　円)

合　　計 4,220,242

樹木等管理委託　

急傾斜地管理委託

公園等管理業務委託

30,000 墓地管理講習会

1,322,302 園路改修修繕等その他維持管理経費

会議研修等負担金

1,026,000 樹木剪定、植栽植替

513,000 急傾斜地草刈り

1,328,940 草取り、清掃等

事　業　名

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

事　業　費 事 業 概 要

主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

4,220,242 4,220,242
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費　　　　　　　　　目

★駐車場事業特別 ○駐車場概要

　会計 　・名　称　　　　　三島市営中央駐車場

　・所在地　　　　　三島市中央町1番8号

　・構　造　　　　　地上5階6層

　・形　式　　　　　自走式立体駐車場

　・収容台数　　　　269台

　・営業時間　　　　24時間

　・営業開始  　　　平成6年8月14日

○市営中央駐車場ファシリティマネジメント検討委員会

　設置　　平成30年3月

　概要　　市営中央駐車場の今後の運営や方向性について検討した。

○駐車場収入 (単位　台、円)

(　)はH29実績

01款 駐車場事業費 (単位　　円)

 01項 駐車場事業費  

  01目 駐車場管理費  

28,777,612円

○中央駐車場管理事業 円

　・業務委託状況

主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

(139,397)
128,624

(382)
352

(58,033,700)
53,311,000

(158,996)
146,058

駐 車 台 数 使 用 料

平成30年度駐車台数 1日平均 平成30年度使用料収入 1日平均

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支 出金 市 債 そ の 他

合　　　　計 16,829,970

28,777,612

1,548,805

27,508,102

（単位　円）

  事　　業　　名

28,777,612

事  業  費 事　業　概　要

市営中央駐車場駐車料金徴収及び清
掃等業務

15,281,165中央駐車場管理業務委託

駐車場ポケットパーク及び駐車場入
口西側の樹木の管理業務

237,600
ポケットパーク樹木
管理業務委託

エレベーター
保守点検業務委託

自動料金徴収システム保守点検業務599,658
料金徴収システム
保守点検業務委託

中央駐車場施設設備等
保守業務委託

自家用電気工作物
保安管理業務委託

141,523

493,560 消防用設備等の保守点検業務

自家用電気工作物の保守点検業務

消防用設備
保守点検業務委託

76,464 エレベーター設備の保守点検業務
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費 目 主 な 事 業 内 容

(単位　　円)

02款 諸支出金 (単位　　円)

 01項 繰出金

  01目 一般会計繰出金

26,000,000円

○一般会計繰出金の状況

・平成26年度の市債償還終了に伴い、引き続き繰出しを行った。

1,317,600

事　　業　　名

LED照明導入修繕

階段及びエレベーターホー
ル非常用照明更新修繕

市営中央駐車場場内の蛍光灯をLED
照明に交換し、消費電力を削減す
る。

2,959,200

事　業　費

市営中央駐車場の階段及びエレ
ベーターホールに設置してあるの
蛍光灯をLED照明に交換し、消費電
力を削減する。

26,000,000

市 債 そ の 他
一 般 財 源

・主な施設修繕

事　業　概　要

合 計 4,276,800

26,000,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

国・県支 出金
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